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PART－A  土木技術者の質的向上とその活用についての提言 

Ａ－１  土木系技術活用の現状と課題 

（１）土木系技術者活用の現状 
 

①  土木系技術者とその職域 
 
ａ）土木系業務の職域で活躍する土木系技術者は約 201 千人と推計される。 

ｂ）土木系技術者の職域分布をみると建設業 41％と最も多く、中央官庁, 都    

道府県, 公団・公社・事業団などの公共機関ならびに準公共機関が 26％, 

建設コンサルタント 13％, その他鉄道, 電力・ガス, 製造業など民間企

業は 18％となっている。大学など学校は 3％である。 

    

ａ）土木系業務の職域に勤務する土木系技術者の数については、土木系卒業生分

布調査での卒業生の就職先調査結果と土木系技術者分布調査（注１）での職域

別学歴別技術者調査結果から推計した。 

卒業生の就職先調査結果をベースに、1960 年以降の卒業の者を現役とする

と、土木系技術者は 201千人となる（表 A-1参照）。（注２） 

一方、土木系技術者分布調査に基づく職域別学歴別技術者数の推計値は、表

A-1, 職域別専門別技術者数の推計値は表 A-2 の通りである。表 A-2 から学校

を除く職域における高卒を含む技術者は 271千人で、その内高卒を含む土木系

技術者は 203千人, 技術者の 75％である（表 A-3参照）。 

一方、表 A-2から高専・短大卒以上の技術者は 173千人, 土木系技術者は 130

千人となる。 

２つの調査からの推計による土木系技術者には大きな差が生じた。土木系技

術者分布調査に基づく推計では、アンケート回答団体の実数（例えば学歴別技

術者数）に対し、アンケート回答団体の土木学会入会率から逆算する方法を採

用している。この時、アンケート対象団体は土木学会名簿より抽出している。

このため、アンケート回答者は土木学会入会率が高いことが十分に考えられる。 

以上から、土木技術者調査による推計値は実態より少ないと判断し、ここで

は土木系卒業生分布調査結果より推計した 201千人を我が国の土木系業務に携

わっている土木系技術者の数とする。 
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ｂ）土木系卒業生分布調査から土木系技術者の職域分布を推計すると、建設業が

最も多く 41％を占める。中央官庁 4％, 都道府県 10％, 市町村 9％, 公団・公

社・事業団など 3％で公共機関ならびに準公共機関が 26％となる。建設コンサ

ルタントは 13％, 鉄道 2％, 電力・ガス 2％, 製造業 5％で、その他の民間を加

えた民間企業は 18％である。大学など学校は 3％となっている。 

また、土木系技術者分布調査から、中央官庁, 地方公共団体及び公団・公社

など及び鉄道・電力・ガスでは高校卒の技術者が多いことが特筆される。技術

者の内高校卒者の割合は建設業 26％, 建設コンサルタント 19％であるのに対

し、中央官庁 47%, 地方公共団体 39％, 公団・公社など 31％, 鉄道・電力・ガ

スが 58％となっている。全体では 32％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注１) 土木学会企画委員会では、土木系技術者の実態を把握するため、1999 年５月に

土木学会員調査, 土木系卒業生分布調査ならびに土木系技術者分布調査を実施した。

その結果は「参考資料」に取りまとめられている。 

(注２) 土木系技術者の数については、全国の学校の土木系 161 学科に対し、土木系卒業

生分布調査（アンケート調査）を実施し、140 学科よりこれまでの卒業生の就職先

別の数について回答を得た結果より推計したものである。回収率（87％）から見れ

ば、全国の職域の土木系技術者数はここで推計した 201 千人よりも多いことが確実

であるが、データの得られないところでの推計はしないこととした。したがって、

201 千人は実態より少なめの数値であることを了解願いたい。 

 72



 

表 A－１    学校卒業者の就職先別人数の推移  
 

土木系卒業生分布調査（土木学会 企画委員会, 1999 年５月）より 
(単 位 ：人 )

就 職 先                     年 ～ 50 5 0 - 5 4 5 5 - 5 9 6 0 - 6 4 6 5 - 6 9 7 0 - 7 4 7 5 - 7 9 8 0 - 8 4 8 5 - 8 9 9 0 - 9 4 9 5 - 9 9
6 0 - 9 9
合 計

6 0 - 9 9
割 合

1中 央 官 庁 1 2 7 5 1 1 3 2 3 4 9 4 4 3 6 6 4 1 , 0 9 5 1 , 2 1 8 1 , 4 4 9 1 , 6 1 4 1 , 2 5 8 8 , 0 9 0 4 %

2公 社 、公 団 、事 業 団 等 1 3 9 6 1 2 5 9 5 3 0 8 6 3 9 4 8 9 6 4 9 8 8 1 , 1 3 0 9 0 8 6 , 5 9 0 3 %

3都 道 府 県 1 4 4 6 8 1 5 0 6 2 6 1 , 5 5 8 2 , 7 0 2 2 , 4 1 3 2 , 8 4 8 3 , 1 6 5 3 , 8 6 9 2 , 7 0 8 1 9 , 8 8 9 1 0 %

4市 町 村 3 9 2 2 1 2 5 3 2 4 7 7 0 2 , 0 5 5 2 , 7 7 9 2 , 5 7 8 2 , 7 9 3 2 , 9 2 9 2 , 0 7 3 1 6 , 3 0 1 8 %

5国 公 立 、私 立 大 学 1 2 6 1 2 5 1 4 7 2 3 5 4 6 2 4 2 4 4 2 9 4 4 6 4 3 9 5 4 5 7 7 1 3 , 7 5 1 2 %

6そ の 他 学 校 2 6 1 0 2 3 4 4 1 0 6 1 4 9 2 4 8 2 1 5 2 4 6 1 5 6 1 7 5 1 , 3 3 9 1 %

7学 協 会 4 7 2 8 5 4 3 8 5 6 5 6 6 1 7 5 8 9 2 8 5 3 2 2 9 8 2 0 %

8総 合 建 設 業 5 4 2 4 5 6 9 6 7 1 , 7 9 4 3 , 5 1 4 7 , 2 9 4 8 , 1 2 2 9 , 4 6 8 9 , 5 0 5 1 2 , 0 1 9 1 3 , 0 2 8 6 4 , 7 4 4 3 2 %

9そ の 他 の 建 設 業 1 2 9 7 9 1 6 5 2 0 8 6 9 0 1 , 6 9 4 2 , 6 3 1 2 , 7 3 0 2 , 7 5 5 2 , 7 1 0 3 , 8 1 6 1 7 , 2 3 4 9 %

1 0コ ン サ ル タ ン ト業 関 係 4 9 2 3 7 9 6 3 0 7 6 5 1 , 2 1 6 2 , 0 2 7 3 , 2 2 6 3 , 5 2 8 3 , 6 3 7 4 , 8 7 5 6 , 9 4 2 2 6 , 2 1 6 1 3 %

1 1鉄 道 関 係 5 5 1 9 2 3 1 5 0 1 8 7 2 9 1 6 2 1 3 4 3 4 6 4 7 8 0 5 3 9 3 , 3 7 6 2 %

1 2電 力 ・ガ ス 関 係 5 8 3 2 2 2 7 3 1 2 0 2 6 6 5 8 1 6 2 0 7 7 0 9 7 4 6 5 0 4 , 0 5 3 2 %

1 3製 造 業 関 係 7 4 7 2 1 2 0 3 1 2 5 0 2 9 7 4 1 , 2 5 0 1 , 4 3 9 1 , 6 9 6 1 , 9 1 2 1 , 6 8 0 9 , 7 6 5 5 %

1 4そ の 他 の 民 間 5 2 1 2 3 8 4 8 0 4 5 6 9 0 8 1 , 5 4 5 2 , 9 0 0 2 , 8 2 7 3 , 7 3 7 3 , 2 7 9 3 , 5 2 7 1 9 , 1 7 9 1 0 %

合 計 2 , 3 9 3 1 , 5 8 8 3 , 0 9 9 5 , 6 3 3 1 1 , 0 6 1 2 1 , 0 0 4 2 7 , 3 0 4 2 9 , 2 9 9 3 1 , 7 3 3 3 7 , 0 7 7 3 8 , 3 9 7 2 0 1 , 5 0 8 1 0 0 %

就 職 先                      年 ～ 50 5 0 - 5 4 5 5 - 5 9 6 0 - 6 4 6 5 - 6 9 7 0 - 7 4 7 5 - 7 9 8 0 - 8 4 8 5 - 8 9 9 0 - 9 4 9 5 - 9 9
6 0 - 9 9
合 計

6 0 - 9 9
割 合

建 設 業 6 7 1 5 3 5 1 , 1 3 2 2 , 0 0 2 4 , 2 0 4 8 , 9 8 8 1 0 , 7 5 3 1 2 , 1 9 8 1 2 , 2 6 0 1 4 , 7 2 9 1 6 , 8 4 4 8 1 , 9 7 8 4 1 %

建 設 コン サ ル タン ツ 4 9 2 3 7 9 6 3 0 7 6 5 1 , 2 1 6 2 , 0 2 7 3 , 2 2 6 3 , 5 2 8 3 , 6 3 7 4 , 8 7 5 6 , 9 4 2 2 6 , 2 1 6 1 3 %

そ の 他 民 間 企 業 7 0 8 3 6 1 6 4 5 9 9 1 1 , 7 1 6 3 , 0 7 6 5 , 3 5 2 5 , 2 2 9 6 , 6 6 7 6 , 9 4 5 6 , 3 9 6 3 6 , 3 7 3 1 8 %

官 庁 ・公 団 等 3 7 0 1 7 8 5 2 2 1 , 5 9 6 3 , 3 5 7 6 , 3 4 0 7 , 2 9 6 7 , 6 8 3 8 , 4 8 4 9 , 8 2 7 7 , 2 6 9 5 1 , 8 5 2 2 6 %

大 学 関 係 1 5 2 1 3 5 1 7 0 2 7 9 5 6 8 5 7 3 6 7 7 6 6 1 6 8 5 7 0 1 9 4 6 5 , 0 9 0 3 %

合 計 2 , 3 9 3 1 , 5 8 8 3 , 0 9 9 5 , 6 3 3 1 1 , 0 6 1 2 1 , 0 0 4 2 7 , 3 0 4 2 9 , 2 9 9 3 1 , 7 3 3 3 7 , 0 7 7 3 8 , 3 9 7 2 0 1 , 5 0 8 1 0 0 %
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表Ａ－２   職域別技術者（非土木系含む）の学歴別人数の推計 
 

土木系技術者分布調査（土木学会 企画委員会, 1999 年５月）より 

 
〈アンケート集計値〉 （単位：人）

大学博士 大学修士 大学学部 高専短大 高校 その他 不明 合計

建設業 60 3,357 20,856 2,435 9,630 494 16 36,848
建設コンサルタント 77 1,707 6,901 1,086 2,360 435 2 12,568
中央官庁 12 1,418 4,242 2,088 7,554 218 0 15,532
地方公共団体 55 903 6,087 1,097 5,393 197 0 13,732
電気・ガス・私鉄 3 651 430 411 2,238 93 0 3,826
公団・公社 7 1,073 2,415 764 4,332 5,594 3 14,188
製造業 6 298 581 89 420 61 0 1,455
財団・その他 1 42 109 42 28 2 2 226
合計 221 9,449 41,621 8,012 31,955 7,094 23 98,375

〈学会入会率による全体推計値〉
大学博士 大学修士 大学学部 高専短大 高校 その他 不明 合計

建設業 100 5,591 34,735 4,055 16,038 823 27 61,368
建設コンサルタント 289 6,417 25,944 4,083 8,872 1,635 8 47,249
中央官庁 18 2,114 6,324 3,113 11,261 325 0 23,155
地方公共団体 275 4,517 30,446 5,487 26,975 985 0 68,685
電気・ガス・私鉄 6 1,368 904 864 4,704 195 0 8,042
公団・公社 14 2,082 4,685 1,482 8,404 10,852 6 27,524
製造業 40 1,992 3,884 595 2,808 408 0 9,728
財団・その他 110 4,636 12,030 4,636 3,090 221 221 24,944
合計 853 28,717 118,952 24,314 82,153 15,445 261 270,695

 

(注)推計値はアンケート集計値に対して職域別の土木学会入会率により推計したものである。 
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表Ａ－３   職域別技術者（非土木系含む）の専門別人数の推計 

 
土木系技術者分布調査（土木学会 企画委員会, 1999 年５月）より 

 

〈 アンケート集計値 〉 （単位：人）

土木系
土木系以外の
工学系

理学系 工学、理学以外 不明 合計

建設業 32,552 2,425 425 1,446 0 36,848
建設コンサルタント 8,242 1,871 569 1,846 40 12,568
中央官庁 10,774 2,108 42 374 2,234 15,532
地方公共団体 10,011 1,609 254 993 865 13,732
電気・ガス・私鉄 3,481 171 28 146 0 3,826
公団・公社 11,747 786 0 1,655 0 14,188
製造業 588 790 6 71 0 1,455
財団・その他 158 13 6 49 0 226
合計 77,553 9,773 1,330 6,580 3,139 98,375

 

 

 

（学会入会率による全体推計値） （単位：人）

土木系
土木系以外の
工学系

理学系 工学、理学以外 不明 合計

建設業 54,214 4,039 708 2,408 0 61,368
建設コンサルタント 30,986 7,034 2,139 6,940 150 47,249
中央官庁 16,062 3,143 63 558 3,330 23,155
地方公共団体 50,073 8,048 1,270 4,967 4,327 68,685
電気・ガス・私鉄 7,316 359 59 307 0 8,042
公団・公社 22,789 1,525 0 3,211 0 27,524
製造業 3,931 5,282 40 475 0 9,728
財団・その他 17,439 1,435 662 5,408 0 24,944
合計 202,809 30,864 4,941 24,273 7,807 270,695
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②  土木系技術者の年齢分布, 地域分布などの特性 
 
ａ）職域の技術者の年齢分布にでは、建設業と地方公共団体において 46～50

歳の層（いわゆる団塊の世代）が突出している。 

ｂ）技術者の勤務地は首都圏（東京都, 神奈川県, 千葉県, 埼玉県）に集中

している。全体の 34％を占める。次いで大阪府 9％, 愛知県 7％であり、

これに北海道, 宮城, 新潟, 広島, 福岡の地方ブロック中核県が 4％前

後で続いている。 

ｃ）技術者のうち 10％が大学院博士・修士卒で、42％が大学学部卒である。 

ｄ）技術者の約半数が技術士, 一級土木施行管理技士, ＲＣＣＭなど建設分

野関連の技術資格を取得している。 

ｅ）土木系技術者の概ね１割が転職経験者である。建設コンサルタントに転

職者が多い。 

 

 

ａ）表 A-4は土木系技術者分布調査における回答（182団体）の職域別技術者の

年齢分布の集計値である。55歳を過ぎると技術者数は減少し、61歳以上は激

減する。 

特徴的な点は 46～50歳の数が多い点である。建設業は全体のほぼ 20％を占

め、他の年齢区分より断然に多い。 

地方公共団体（都道府県, 市町村）でも 17％で 46～50歳が最も多い年齢区

分である。全体でも 17％で最も多い年齢区分となっている。この世代はいわゆ

る団塊の世代(後半)である。 

一方、この世代の高専・短大卒業者（1970年代卒業）は後の世代より多くな

いことから、46～50歳の数には高校卒業が相当含まれているものと考えられる。 
 

ｂ）表 A-5 は土木系技術者分布調査における回答（182 団体）の職域別技術者の

勤務地域別分布の集計値である。本調査は抽出調査であり、例えば地方公共団体

は全ての都道府県を対象としていないことから、正確な把握となっていないが、

調査結果は技術者の首都圏集中と地方ブロックの中核県への集中を示している。 

首都圏は東京都 24.6％, 神奈川県 3.8％, 千葉県 2.8％, 埼玉県 2.3％で合計

33.5％を占める。次いで大阪府 8.8％, 愛知県 7.3％となっている。 

地方では、地方ブロックの中核県に集中している。例えば、東北地方では青

 76



森県 0.8％, 岩手県 1.4％, 秋田県 0.9％, 山形県 0.9％, 福島県 1.2％であるが、

宮城県 3.7％である。北海道 3.6％, 新潟県 4.3％, 広島県 3.6％, 福岡県 3.7％

で、地方ブロック中核県が 4％前後を占めている。 
 

ｃ）土木系を含む技術者の学歴分布は前出表 A-2の通りであり、大学院博士・修

士卒は 9.8％, 大学学部卒 42.3％,  高専短大 8.1％, 高校卒 32.5％, その他

7.2％である。中央官庁, 地方公共団体, 公団・公社, 電力・ガス・私鉄に高校

卒が多い。 
 

ｄ）技術者の 56％が、博士, 技術士, １級土木施行管理技士など土木系業務に関

連する資格を取得している。 

技術士は建設業と建設コンサルタントに多い。建設業は技術者の 6.8％, 建設

コンサルタントは 16.2％が取得している。一級土木施工管理技士は業務性格上

から、建設業では技術者の 79.2％が取得している（表 A-6参照）。 
 

ｅ）技術者のうち 7.5％が転職経験者であり、1.4％が転職２回以上経験者である。

職域別では建設コンサルタントにおいて 24.0％が転職経験者であり他の職域

に比して極めて高い。建設コンサルタントへは各職域から転職しているが、建

設コンサルタント同士の転職が最も多い（表 A-7参照）。表 A-8は定着率を示

すが、建設コンサルタントが概ね 70％程度で最も低く, 流動性が比較的高くな

っている。 
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表Ａ－４   職域別技術者年齢分布  
土木系技術者分布調査（土木学会 企画委員会, 1999 年５月）より 

（単位：人）

年齢区分
～２０ ２０～

２５
２６～
３０

３１～
３５

３６～
４０

４１～
４５

４６～
５０

５１～
５５

５６～
６０

６１～
６５

６６～
７０

７１～ 不明
合計

建設業 105 2,723 5,340 4,330 4,056 4,916 7,169 4,965 2,462 531 177 33 41 36,848
建設コンサルタント 10 1,547 3,105 1,813 1,508 1,419 1,377 759 440 334 180 76 0 12,568
中央官庁 131 1,796 2,714 2,317 2,348 1,969 2,044 1,523 592 0 0 0 98 15,532
地方公共団体 67 894 1,540 1,385 1,065 1,634 2,391 2,224 1,514 0 0 0 1,018 13,732
電力・ガス・私鉄 38 486 577 529 726 655 443 211 145 14 1 1 0 3,826
公団・公社 82 874 1,286 1,080 2,223 3,077 2,799 2,490 277 0 0 0 0 14,188
製造業 6 91 197 203 103 201 348 182 93 9 3 1 18 1,455
財団・その他 1 19 32 56 37 27 22 14 7 7 2 0 2 22
合計 440 8,430 14,791 11,713 12,066 13,898 16,593 12,368 5,530 895 363 111 1,177 98,375

6

  (注１)  技術者には非土木系も含む 
             （注２） 回答 １８２団体の集計値である 
 

表Ａ－５   職域別技術者勤務地域分布  
土木系技術者分布調査（土木学会 企画委員会, 1999 年５月）より 

北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都

建設業 1,144 76 326 1,633 34 154 241 176 359 195 727 650 8,586

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 154 133 132 642 81 106 27 30 8 6 460 156 2,392

中央官庁 27 206 281 619 286 366 291 475 175 199 285 365 1931

地方公共団体 1569 0 0 0 0 0 0 0 0 0 117 0 59

電力・ガス・私鉄 278 27 3 1 0 0 93 49 59 173 39 92 894

公団・公社 187 324 530 604 413 260 435 356 327 360 560 1240 2797

製造業 0 0 0 2 0 0 0 12 0 0 0 139 3

財団・その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

合計 3,359 766 1,272 3,501 814 886 1,087 1,098 928 933 2,188 2,642 23,115

41

50

24

神奈川県 新潟県 富山県 石川県 福井県 山梨県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 滋賀県

建設業 1,318 1,135 497 453 206 266 336 133 331 2,618 196 134

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 525 317 148 163 32 7 23 23 175 1,199 62 26

中央官庁 656 753 225 126 107 114 302 347 310 748 271 114

地方公共団体 0 1035 0 0 177 0 216 0 233 1018 0 0

電力・ガス・私鉄 160 87 89 0 22 83 242 210 169 339 17 74

公団・公社 709 671 31 28 23 173 476 87 584 979 211 67

製造業 200 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0

財団・その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 3,568 3,998 990 770 567 643 1,595 800 1,802 6,904 757 415

0

0

京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県

建設業 284 4,052 753 46 18 96 261 236 1,141 420 118 649 231

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 188 1,664 172 67 24 207 182 324 642 87 28 95 103

中央官庁 129 615 440 92 131 160 185 178 633 301 174 322 159

地方公共団体 0 880 0 0 0 0 0 0 863 0 97 250 483

電力・ガス・私鉄 59 274 91 50 32 0 0 0 1 0 9 4

公団・公社 131 560 167 8 40 15 29 38 130 56 61 97 54

製造業 0 215 72 0 0 0 0 7 8 0 0 0

財団・その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 791 8,260 1,695 263 245 478 657 783 3,418 864 487 1,417 1,030

0

0

0

高知県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 不明 合計

建設業 184 1,899 361 241 81 272 144 236 51 3,150 36,848

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 99 620 45 38 92 106 129 41 67 521 12,568

中央官庁 171 782 214 156 353 203 195 246 9 105 15,532

地方公共団体 0 1 0 550 0 0 0 0 0 302 13,

電力・ガス・私鉄 23 10 0 2 18 0 0 0 4 49 3,826

公団・公社 31 164 7 18 31 48 34 28 9 0 14,188

製造業 0 2 0 0 0 57 0 0 0 388 1,455

財団・その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

合計 508 3,478 627 1,005 575 686 502 551 140 4,517 98,375

732

226

     （注１） 非土木系も含む 
    （注２） 回答 182団体の集計値である 
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表Ａ－６    職域別技術者の関連資格取得者  
土木系技術者分布調査（土木学会 企画委員会, 1999 年５月）より 

（単位：人）

博士 技術士
１級土木施工
管理技士

RCCM 測量士 地質調査技士 有資格者合計 技術者数

建設業 234 2,504 29,178 45 7,635 9 39,605 36,848
建設コンサルタント 154 2,039 2,680 2,047 2,399 204 9,523 12,568
中央官庁 36 8 162 0 42 0 248 15,532
地方公共団体 14 37 323 1 308 0 683 13,732
電力・ガス・私鉄 22 147 892 11 60 0 1,132 3,826
公団・公社 14 356 1753 4 447 0 2,574 14,188
製造業 121 153 1002 0 46 0 1,322 1,455
財団・その他 1 27 34 7 9 0 78 226
合計 596 5,271 36,024 2,115 10,946 213 55,165 98,375

       (注１)  技術者には非土木系も含む 
        （注２） 回答 182団体の集計値である 

 
表Ａ－７    職域別転職者数と前職  

土木系技術者分布調査（土木学会 企画委員会, 1999 年５月）より 

  ① 転職者数 
(単位：人) 

 
転職者数 

左記のうち 

転職２回以上
技術者数 

建設業 2,977 511 36,848

建設コンサルタント 3,011 749 12,568

中央官庁 298 32 15,568

地方公共団体 782 109 15,732

電力･ガス･私鉄 105 12 3,826

 

公団･公社 128 0 14,188 （注１）技術者には非土木系を含む

製造業 45 9 1,455 （注２）回答182団体の集計値である

財団･その他 52 0 226

合計 7,398 1,422 98,375

 
  ② 転職者の前職 

      (単位：人) 
前  職   

国家公務員 地方公務員 民間企業者 教職者 建設業 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ その他 合計 

建設業 253 205 212 22 1,505 83 496 2,776

建設コンサルタント 147 211 283 37 520 969 630 2,797

中央官庁 103 13 95 0 39 4 55 309

地方公共団体 101 72 178 5 177 22 229 784

電力･ガス･私鉄 2 2 0 0 12 1 89 106

公団･公社 5 0 1 1 21 4 16 48

製造業 2 0 0 0 16 5 22 45

財団･その他 15 7 0 0 25 40 31 118

合計 628 510 769 65 2,315 1,128 1,568 6,983

（注）合計が①の転職者数と合わないのは回答なしがあるためである 
 

表Ａ－８   職域別定着率 
土木系技術者分布調査（土木学会 企画委員会, 1999 年５月）より 

昭和 40年 昭和 45年 昭和 50年 昭和 55年 昭和 60年 平成２年 平成 7年

建設業 59.3% 72.4% 72.6% 74.3% 74.7% 79.0% 87.2%

建設コンサルタント 55.4% 68.1% 68.0% 69.3% 70.6% 74.7% 84.4%

中央官庁 62.3% 68.1% 87.4% 87.7% 88.2% 89.8% 93.5%

地方公共団体 92.5% 95.5% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

電力 ・ガス・私鉄 100.0% 96.7% 97.9% 94.5% 100.0% 94.0% 98.8%

公団 ・公社 100.0% 100.0% 94.6% 98.0% 97.4% 92.7% 96.2%

製造業 47.1% 73.4% 92.5% 100.0% 89.0% 83.6% 93.9%

財団 ・その他 59.5%回答なし

（注）上表は例えば昭和 40年入社の者のうち退職せず現在勤務している者の率を示す 
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（２）土木系技術者活用の課題－避けるべき土木系技術者の余剰 
 

①  土木事業量と土木系技術者の関係 
 
ａ）第二次世界大戦後、土木系技術者の数は土木事業量の増大と軌を一にし    

て増大してきた。土木系技術者は、1965 年度で約 29 千人であったと推計

される。一方、2000 年度は 201 千人に達すると推計されるので 35 年間で

6.9 倍(年率 5.7％)に増大した。 

ｂ）土木事業量は、建設投資額（土木, 実質）で見ると 1965 年度 6.3 兆円で

あったが、2000年度39.2兆円で35年間に6.2倍(年率5.4％)に増大した。 

ｃ）土木系技術者数と土木事業量には強い相関関係が見られる。1965 年以降    

35 年間を平均的に見れば、土木系技術者一人当たり 2.3 億円/年の建設

投資額（土木）量であった。 

 

ａ）土木系卒業生分布調査で得られた年代別の学校卒業就職者を用いて、我が国

の土木系技術者の推移を推計した。学校卒業就職者は 1950～54年度は 3千人

(年平均 600人)であったが、1995～99年度は 38千人（年平均 7,600人）と推

計される。（表 A-9, 表 A-10） 
 

ｂ）我が国の土木事業量は、戦後の復興, そして高度成長により急激に増大し、 

1973年, 81年のオイルショックによる停滞があったものの、その後の安定成長

下にあって着実に増大してきた。 

土木事業量を建設投資額で見ると、実質（1990年暦年基準ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ）で 1965

年度で約 6.3兆円, 1995年度 37.4兆円であり、2000年度は名目約 40.0兆円, 実

質で約 39.2兆円となり、35年間で約 6.2倍, 年率にして平均 5.4％の増加とな

る。(表 A-11参照) 
 

ｃ）このような背景下にあって、土木系技術者数と土木事業量には強い相関関係

が見られる。1965年度以降、35年間を平均的に見れば、土木系技術者 1人当

たり約 2.3億円の建設投資額(土木, 1990年暦年基準によるﾃﾞﾌﾚｰﾀｰによる実質

額)であり、2000年度は約 2.0億円と推計される。（図 A-11） 
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表 A-９  学校卒業就職者数の推移（アンケート調査）  
 

土木系卒業生分布調査(土木学会 企画委員会, 1999年 5月)より 

年  度 総 数（人） 年 平 均（人） 備 考 
９５－９９ 38,397 7,679 
９０－９４ 37,077 7,415 
８５－８９ 31,733 6,347 
８０－８４ 29,299 5,860 
７５－７９ 27,304 5,461 
７０－７４ 21,004 4,201 
６５－６９ 11,061 2,212 
６０－６４ 5,633 1,137 
５５－５９ 5,000 1,000 
５０－５４ 3,000 600 

５０以前 10,657 ( 600) 年平均は総数を 
約 20年で割り算

  (注１) 学校卒業者は高専, 短大, 大学学部, 大学院を卒業して就職した者 

 
表Ａ－10 新規参入土木系技術者数と各年度国内土木系技術者数の推計  

 
新規参入土木系技術者数 国内総土木系技術者数 

年 総数（人） 年平均（人） 年 度 総数（人） 
９５－９９ 38,000 7,600 2000 201,000 

９０－９４ 37,000 7,400 1995 168,000 

８５－８９ 32,000 6,400 1990 134,000 

８０－８４ 29,000 5,800 1985 105,000 

７５－７９ 27,000 5,400 1980 79,000 

７０－７４ 21,000 4,200 1975 55,000 

６５－６９ 11,000 2,200 1970 37,000 

６０－６４ 6,000 1,200 1965 29,000 

５５－５９ 5,000 1,000 1960 － 

５０－５４ 3,000 600 1955 － 

４５－４９ 3,000 600 1950 － 

４０－４４ 3,000 600 1945 － 

(注１) 新規参入土木系技術者数は表 A-8の学校卒業者数（アンケート調査）より概略設定 

(注２) 国内総土木系技術者数は現役 40年間として計算。例えば 2000年は 1960年以降の人数 

              を積算。1939年以前は新規土木系技術者数は 600人/年で一定としている。 
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表 A-11   建設投資額(土木)と土木系技術者数 
 

年 度 土木系技術者数

（千人）

建設投資額（土木）

（名目,年度） 
（10億円）

建設投資額（土木）

（実質,年度） 
（10億円） 

デフレーター

2000年度 ２０１ 
 

     40,000 
（1999年見込み
     35,270） 

39,216 
 102.0 

1995年度 １６８ 38,027 37,391 101.7 

1990年度 １３４ 29,181 28,864 101.1 

1985年度 １０５ 20,019 21,642 92.5 

1980年度 ７９ 20,256 22,966 88.2 

1975年度 ５５ 11,864 18,280 64.9 

1970年度 ３７ 4,916 12,802 38.4 

1965年度 ２９ 2,203 6,294 35.0 

(注１) 建設投資額（土木）は昭和 44年版～平成 11年版の建設白書から抽出 

(注２) 土木技術者数は表２－７による。 

(注３) デフレーターは公的総固定資本形成デフレーター, 1990年暦年基準の年度値（日本統計年

鑑,総務庁統計局編,  平成 11年）但し、1965年度と 2000年度は推定。 

 

 

図Ａ－１    建設投資額（土木）と土木系技術者数の関係 

0

10

20

30

40

50

60

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220

土木系技術者数（Ｘ）

建
設
投
資
額

（
土
木

）
（
実
質

）
（
Y

）

（千人）

（兆円）

Ｙ＝2.3Ｘ（億円/人）

１９６５年

１９７０年

１９７５年

１９８０年

１９８５年

１９９０年

１９９５年

２０００年

 

 82



②  今後の土木事業量と土木系技術者 
 
ａ）土木事業費が将来も現状程度に推移すると想定した場合、環境など新規

分野を考慮せず、現状の業務分野, 企業別の人材配分と一人当たりの受

注額（2.3 億円/人）がそのまま続くとすれば、学校卒業就職者を現状レ

ベルに維持し続けても将来2025年には100千人近い余剰人員になること

が予想される。一方で土木系技術者が不足している分野も多い。 

ｂ）土木事業費の低減の場合には、さらに大量の余剰人員になる。 

ｃ）以上は、社会資本整備のためのシステム（建設生産システム）が現状の

まま推移した場合の予測であるが、限られた財源の中で質の高い生活を

営む上で必要な社会基盤整備を効率良く実現するためには、システムの

改革とともに優秀な人材が必須であり、また、土木技術を基盤とする周

辺分野や関連分野には今後大きな市場が創出される可能性がある。土木

系技術者の供給量を考える上で、この可能性の見方が鍵となる。 

 

ａ）土木事業費と土木系技術者の関係について、将来シュミレーションを行ってみた。 

2050 年まで土木事業費が横這いであるとした場合(ケースⅠ)、土木系技術者

１人当たりの土木事業費を2000年度の値である約2.0億円/年で維持されるとす

ると、土木事業費と土木系技術者の関係は表 A-12及び図 A-2のようになる。新

規参入者、すなわち学校卒業就職者を 2000 年レベルに維持し続けた場合でも、

市場は人員余剰となり、2025年は 96千人, 2050年には 103千人の余剰となる。 

新規参入者を 2025年まで毎年前年比の２％削減を続けていった場合、2025

年には 2000年レベルの 60％の新規参入者となる。この場合でも 2025年まで

は 50千人前後の余剰が生じ、2045年以降は多少不足となる。 
 
ｂ）次に、土木事業費が 2010 年まで横這いであるが 2010 年以降減少し、2020

年には現状の約 60％となり、その後は横這いのケースを考えて見る（ケースⅡ）。

シュミレーション結果は、表 A-12及び図 A-3のとおりである。 

新規参入者が 2000 年レベルで横這いの場合にいは大量の余剰者が生じる。

2025年には約 176千人の余剰となる。2050年にも約 182千人の余剰となり、

事業費見合い土木系技術者数約 121千人をはるかに超える。新規参入者を 2025

年まで毎年対前年比 2％削減して、2025年に 2000年レベルの約 60％にしても、

2025年には約 128千人の余剰が生じる。2050年には余剰人数は約 71千人に
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減少する。新規参入者を 2025 年まで、毎年対前年比 4％削減して 2025 年に

2000年レベルの約 36％にしても、2025年には約 94千人の余剰が生じる。2050

年にはほぼ釣合いが取れる。 
 
ｃ）以上は、社会資本整備のためのシステム（建設生産システム）が現状のまま 

推移した場合の予測である。しかしながら、土木事業費の抑制の中でも必要な

ものはつくっていかねばならないのであり、そのためには効率化が是が非でも

必要である。このためにはシステムの改革とともに、これを支え実施して行く

優秀な人材が必須である。さらに、発展が著しい情報技術などと組み合わせた

高度な社会基盤整備や持続的な発展を可能とする環境創造事業など、土木技術

を核として今後展開を図るべき分野へのニーズは極めて大きい。土木系技術者

の将来を考える上で、これらの可能性に対する見方が鍵となる。 

 

 
表Ａ－12   事業量ケースⅠの場合の土木系技術者数予測 

 

新規参入者が横這いの場合 新規参入者を 2025年まで毎年
2.0％削減した場合 年  度 

 

事業量 
建設投資

額(土木）

事業量 
見合いの 
土木系技

術者数 新規参入者
土木系 
技術者数 余剰人員 新規参入者 土木系 

技術者数 余剰人員

2000年 （10億円）
40,000

（千人） 
201 

（千人/年）
7.6

（千人）

201
（千人）

0
（千人/年） 

7.6 
（千人）

201
（千人）

0
2005年 40,000 201 7.6 234 33 6.9 230 29

2010年 40,000 201 7.6 261 60 6.2 250 49

2015年 40,000 201 7.6 278 77 5.6 257 56

2020年 40,000 201 7.6 289 88 5.1 256 55

2025年 40,000 201 7.6 297 96 4.6 249 48

2030年 40,000 201 7.6 303 102 4.6 240 39

2035年 40,000 201 7.6 304 103 4.6 226 25

2040年 40,000 201 7.6 304 103 4.6 211 10

2045年 40,000 201 7.6 304 103 4.6 200 -1

2050年 40,000 201 7.6 304 103 4.6 192 -9
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図Ａ－２     土木系技術者の予測  － 事業量ケースⅠの場合 － 

 

 
表Ａ－13    事業量ケースⅡの場合の土木事業量と土木系技術者数の予測 
 

新規参入者が横這いの場合 
新規参入者を 2025 年まで毎年

2.0％削減した場合 

新規参入者を 2025 年まで毎年

4.0％削減した場合 
年  度 

事業量

建設投

資額 

(土木） 

事業量

見合い

の土木

系技術

者数 
新規 

参入者 

土木系 

技術者数
余剰人員

新規 

参入者

土木系 

技術者数
余剰人員

新規 

参入者 

土木系 

技術者数
余剰人員

2000 年 
(10億円) 

40,000 

（千人）

201 

(千人/年) 

7.6 

（千人）

201

（千人）

0

(千人/年)

7.6

（千人）

201

（千人）

0

(千人/年） 

7.6 

（千人）

201

（千人）

0

2005 年 40,000 201 7.6 234 33 6.9 230 29 6.2 227 26

2010 年 40,000 201 7.6 261 60 6.2 250 49 5.1 241 40

2015 年 30,950 156 7.6 278 122 5.6 257 101 4.1 241 85

2020 年 24,000 121 7.6 289 168 5.1 256 135 3.4 231 110

2025 年 24,000 121 7.6 297 176 4.6 249 128 2.7 215 94

2030 年 24,000 121 7.6 303 182 4.6 240 119 2.7 197 76

2035 年 24,000 121 7.6 304 182 4.6 226 105 2.7 173 52

2040 年 24,000 121 7.6 304 182 4.6 211 90 2.7 148 27

2045 年 24,000 121 7.6 304 182 4.6 200 79 2.7 131 10

2050 年 24,000 121 7.6 304 182 4.6 192 71 2.7 119 -2

 

（注）事業量は 2025 年まで年率-2.7％で推移し、その後は横這いとしている。 
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図Ａ－３    土木系技術者の予測－事業量ケースⅡの場合－ 
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（３）欧米先進国に見る土木事業量と土木技術者の動向 
 

①  アメリカの事例 
 
ａ）アメリカ合衆国においては、1980 年代以降はＩｇ（政府投資額）の対Ｇ

ＤＰ比２％前後で推移している。 

ｂ）公共投資の減少に伴い、公共機関の土木系技術者の削減が行なわれると 

    ともに、公共機関における土木系業務のアウトソーシングが進行してい 

    る。 

ｃ）国内土木事業量の減少を背景に海外市場の開拓と進出が行われた。 

ｄ）アメリカ合衆国における土木系学校卒業者の数は、概ね、わが国の現状 

    レベルで推移している。 

ｅ）アメリカ合衆国では、土木も含め技術分野におけるＰＥ（プロフェッシ 

    ョナル・エンジニア）制度があり、「技術者」が確立されている。 

 

 

ａ）アメリカ合衆国では、1930年代のニューディール政策による経済回復が成 

功し、現在の社会資本整備の骨格が形成されたが、1960 年代から経済は下

降に推移し、特にベトナム戦争の影響もあって 1970 年代中頃の衰退は著しか

った。これに伴って公共投資は減少した。例えば、カリフォルニア州交通局

（CALTRANS）によれば、州内道路建設は 1960年代は 1,000 ﾏｲﾙ／年, 1970

年代は 500 ﾏｲﾙ／年, 1980年代は 20 ﾏｲﾙ／年と急速に減少している。 

1980 年代以降はＩｇ（政府投資額）の GDP 比は 2％前後で推移しており、

アメリカの公共投資額の水準は、日本の概ね 6割の水準である。公共投資の減

少のため、道路など社会資本ストックの荒廃も指摘されている。 
 

ｂ）1960年代からの公共投資の減少に伴い、公共機関の公共事業部内の整理縮 

小が行われた。内部技術者（インハウスエンジニア）は退職しコンサルタント

などの民間に移動した。この傾向は東部に強く、例えばマサチューセッツ州で

は上下水道部門については公社化（Massachusetts Water Resources 

Authority）している。これに併行して業務の外注化も進行した。 

GSA（General Service Administration）では、事業量の増大に対して技術者の

増はせず、民間コンサルタントを活用している。バージニア州交通局は設計業務の

60％を外注している。カルフォルニア州交通局(CALTRANS)では通常の設計業務

は内部技術者が行うが、耐震業務はほとんどが外注である。 
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ｃ）国内土木事業量の減少を背景に、国外市場の開拓と進出が行われた。ENR 

（Engineering News－Record）によれば、アメリカのコントラクター上位 400

社の 1997年の売上高は国内 1,129億ドル, 国外 254憶ドル（国外の全体に占

める割合は 22.3％）であり、デザインファーム上位 500社の 1997年の売上高

は国内 254億ドル, 国外 73億ドル（国外の全体に占める割合は 22.3％）とな

っている。国外の地域についてはコントラクター, デザインファームともにヨ

ーロッパとアジア･オーストラリアが中心となっている。 
 

ｄ）アメリカ合衆国における Civil Engineeringの学校（大学学部, 修士, 博士） 

卒業者数は 1980 年以降 11 千～14 千人程度である（表 A-14）。この内には建

築系も含まれるので、土木系卒業者はわが国とほぼ同程度であろうと思われる。

人口比でみるとわが国の土木系卒業者の約 1/2となり、Igの GDP比がわが国

の約 1/2であるのとほぼ一致する。 

ちなみに、アメリカ合衆国の大学学部卒業者は 1995年で総数 1,174千人, 科

学技術関係 378千人である。 
 

ｅ）アメリカ合衆国では、土木も含め技術分野における PE（Professional  Eng 

ineer)制度がある。PE制度は各州の州法によって規定されており、州によって

異なるが、概ね指定する大学を卒業して 4年程度の経験によって受験資格を得、

合格したものは PE を称することができ、規定される職業においてその業務独

占が認められる職業資格制度である。わが国における建築士, 公認会計士, 医

者, 弁護士などと同様の資格である。 

分野は、土木, 構造, 化学, 電気, 産業, 機械, 治金, 石油（カルフォルニア

州の場合）であり、有資格者は全国で約 450 千人といわれている。PE 資格は

大学教授, 公共機関の内部技術者も多く取得しており、技術者イコール PE と

いう概念がほぼ確立しているといえる。 
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表 A－14   アメリカ合衆国土木系（Civil Engineering）学校卒業者数 

 

年 大学学部 大学院修士 大学院博士 

１９５０ 7,781 (20) 689 (3) 28 (0) 

１９５５ 3,868 (8) 693 (3) 29 (0) 

１９６０ 5,303 (15) 1,052 (1) 74 (1) 

１９６５ 5,200 (13) 1,686 (5) 252 (2) 

１９７０ 6,524 (47) 2,242 (19) 411 (2) 

１９７５ 7,790 (150) 2,771 (74) 356 (9) 

１９８０ 10,442 (991) 2,486 (197) 270 (6) 

１９８５ 9,730 (1,342) ?  ?  
１９９０ 7,992 (1,262) ?  ?  
１９９５ 11,329 (2,298) ?  ?  
 

注：（ ）は女性数（内数） 

出典： NSF,Science and Education Indicators, 1998 
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②  ヨーロッパの事例 
 
ａ）イギリスではサッチャー首相の小さな政府政策以降、公共事業の民営化, 

    アウトソーシングが急激に進行している。その結果、公共機関の土木系 

    技術者のエージェンシー, あるいは民間企業への移動が進行している。 

    一方で、必要な社会資本整備については民間資本を導入するＰＦＩを    

推進している。また、レイサムレポートやイーガンレポートに見られる 

    ように、政府主導による住宅を含めた建設産業（公共も含む）の競争力 

    強化、具体的にはコストと工期の短縮に向けた生産システム, 選定・発 

    注システムの改革が行われている。イギリスにおいては、技術分野にお 

    いてＣＥ（チャータード・エンジニア）という技術資格が古くより確立 

    している。 

ｂ）ドイツでは、東西統一に伴う国内社会資本整備に取り組むとともに、既 

    存都市のリノベーション, 公共交通機関の強化整備が重点的に行われて 

    いる。国外市場の開拓に積極的である。 

ｃ）フランスでは、地方分権化に伴う生産システムの再編が進みつつある。 

フランスにおいても、国外市場の開拓に積極的である。また、民間資本 

の導入（Concession）も推進されている。フランスの技術者教育では、 

高など教育システムが整備されており、特定の学校卒業者が「技術者」

として確立されている。 

 

ａ）イギリスでは、サッチャー首相の小さな政府政策以降、公共事業の民営化, ア 

ウトソーシングが急激に進行している。その結果、公共機関の土木系技術者の

エージェンシー, あるいは民間企業への移動が進行している。 

例えば、1988 年に環境省などの公共機関の水管理部門が準公的機関である

EA（The Environment Agency）とテムズウォーターなど地域別の民営会社に

移管された。EAは水管理のうちの洪水対策, 環境保全などの公的部分を環境交

通省や農水省からの出費により実施している。テムズウォーターは、テムズ川

流域内の水道供給と下水処理を有料で行う民営会社である。さらに 1992 年に

は政府のMarketing Testing（業務を内部で行うことと外注との効率比較）に

より、EAの専門職員 200人が民間企業（ハルクロー社）へ移籍している。1997
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年３月までに 130 の行政機関で 387 千人（国家公務員の 74％）がエージェン

シーに移行している。 

PFI（Private Finance Initiative）はメージャー政権下の 1993年にスター

トした。金融機関からの出資による特定目的会社を設立し、道路, 下水道処理

など住民へサービスを提供し、利用料で運営していくことを基本とするもので、

既に有料橋（例：クイーンエリザベス２世橋）, 鉄道（例：ドックランドライ

トレールの延長工事）, 都市再開発（例：カーフィリー再開発）など多くの実

績を挙げている。1999会計年度で中央政府など公共部門資本支出 179億ﾎﾟﾝﾄﾞ

に対し、42 憶ﾎﾟﾝﾄﾞの PFI 出資を予測している。1996 年度実績では、公共部

門支出 173億ﾎﾟﾝﾄﾞに対し、PFI 11億ﾎﾟﾝﾄﾞであった。（表 A-15） 

一方、建設産業の競争力の強化については政府主導で取り組んでいる。レイ

サムレポート（1994年 7月）は 30％のコスト削減, イーガンレポート（1998

年 7月 政府建設産業特別委員会報告）は毎年 10％のコストと工期の縮小を目

標とし、そのため建設生産システムの再構築を提言している。特徴的な点は発

注者, 設計者, 施工者がチームをつくって効率性を向上させるという点にある。

そのため、例えば発注における恒常的繰り返しの競争入札は、何をつくるかの

共通認識を持てないとして、これを排し、あらかじめ複数の業者を選定してお

いて、その中から業者を特定する（アグリーメント方式）など長期的関係を構

築すること, また、実績測定と評価を徹底することなどを提案している。 

イギリスにおいては、古くより CE（Chartered Engineer）制度というエン

ジニアの資格がある。分野は機械, 造船, 航空, 電気, 化学, 建設,都市工学, 構

造など多岐にわたり、資格者は約 210千人とされる。各分野毎の CI（Chartered 

Institution）のメンバーであることが必須であり、業務独占の法的規定はない。

CEは職場を問わず、技術者としての資格を表すものである。 
 

ｂ）ドイツは Igの対 GDP比率は２％程度であるが、東西統一に伴う交通網の整 

備など国内社会資本整備に取り組んでいる。また、既存都市のリノベーション, 

環境対策も勘案した公共交通機関の強化整備が重点的に行われている。国外市

場の開拓に積極的であり、以前は中東地域を大きな市場としていたが、現在は

ヨーロッパ, アメリカを大きな市場としている。 

ドイツの建設生産システムで特徴的な点は大学とコンサルタントとの連携である。

大学教授とコンサルタントを兼ねている例は少なくなく、技術者の交流も盛んである。 
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ｃ）フランスでは、1982 年の地方分権化法の施行以来、地方分権が進行してい

る。フランスは歴史的に典型的な中央集権国家であったため、地方分権化によ

り建設生産システムに大きな混乱が生じた。それは、地方政府における内部技

術者の不在によるものである。州（20州）, 県（100県）, 市町村（36,500以

上）へ発注権限が移っても技術力がないため、中央政府の出先機関の内部技術

者がサポートするシステムが長くとられてきた（発注など技術サービスは無料

で行い、工事の施工管理を有料で受託して国家収入とする慣例がある）。その

一方で、民間技術力（コンサルタント）を活用する割合が増大してきている。

フランスでも民間資本の導入（Concession）が推進されている。パリ環状高速

道路の最終区間分は、民間資本で行われている。ドゴール空港からパリ外縁ま

での鉄道建設は、民間資本により行われたが、これは採算が取れなかったため

無償でパリ地下鉄公団に譲渡された。 

フランスの技術者資格は、学校卒業者に与えられる。グランゼコールと呼ば

れる高度認定大学の卒業者は、IPC(土木技官), ICPC（民間土木技術者など）

の称号を、一般の認定大学の卒業者は Diploma, 工業高校などの卒業者は

Technicians の称号が与えられる。但し、これは職業資格ではなく、その能力

を示す資格（称号）である。 

 
表 A－15    英国における公共部門資本支出の推移及び計画 

（単位：１億ﾎﾟﾝﾄﾞ） 

会計年度 ９３ ９４ ９５ ９６ ９７ ９８ ９９

中央政府 ９８ ９１ ８６ ６５ ６０ ６０ ６０

地方公共団体 ６７ ７３ ７２ ６４ ６４ ７０ ７０

国営企業など ３４ ４２ ４２ ４４ ４６ ４６ ４６

公共部門計 １９９ ２０６ ２００ １７３ １７０ １７９ １７９

P F I １ ２ ４ １１ １５ ３０ ４２

総 計 ２００ ２０８ ２０４ １８４ １８５ ２０９ ２２１

(注) 英国会計年度：当年４月～翌年３月。 97年度は見込み。98年度以降は予測値。 

（出所）Financial Statement and Budget Report (March  1998) 
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③  欧米諸国の事例からの教訓 

 
ａ）土木事業量と土木系技術者のアンバランスの対策としてはまず、第一に 

    事業量を確保することであり、国外市場の開拓と進出, 民間資本の導入  

  （民間公共事業）と民営化が挙げられる。 

ｂ）一方で、技術者の確立が教訓として挙げられる。限られた財源の中で重 

   点的, 効率的な投資を行なうとともに生産性（コストと工期）の向上が不 

   可避であり、これらを担える技術者を整備・確保することが重要である。 

   また、適正な人材の確保とともに、建設生産システムの再編も重要である。 

 

 

ａ）欧米諸国は国外市場の開拓を積極的に行った結果、現在, 大きな占有率をも
っている。国際市場におけるシェアは、建設業（コントラクター, 建築も含む）
では 1997年でアメリカ合衆国 22.3％, イギリス 11.5%, フランス 15.0％, ドイ
ツ 8.6%である。日本は 11.7％のシェアを有しているが、国内市場との対比か
ら見ると著しく小さくかつその大半が ODA関連プロジェクトである。 
コンサルタント業（デザインファーム, 建築含む）では同じく 1997年でアメ

リカ合衆国 43.7％, イギリス 13.0％, フランス 3.9％, ドイツ 3.9％で、日本は
3.7％である。日本のコンサルタント業のシェアが極めて小さいのが特筆される。 
イギリスやフランスでは、PFIに代表される民間資本の導入によって必要な

事業を効率的に進めようとしている。イギリスの場合、民間資本の導入ととも

に国営企業の民営化も進んでいる。財源の確保とともに効率的な執行（Value 
for Money）という観点が参考になる。 

 
ｂ）欧米先進諸国においては、技術者（エンジニア）の地位と役割が確立されて

いる。アメリカのように試験を行って職業資格を与えたり、フランスのように

学校卒業者に与えるというように国情によって資格の性格はやや異なるが、共

通して社会的地位は高い。専門職業家意識, 職業倫理は学校あるいは試験を通
して教えられる。継続教育も確立している。 
わが国においては、今後、限られた財源の中で重点的, 効率的な投資を行う

とともに, 生産性（コストと工期）の向上が求められるが、このためにはまず
人材を整備, 確保することが重要であり、そのためには教育（継続教育も含む）, 
資格, 処遇を整備し、技術者を確立する必要がある。 
一方、効率的な生産と運用という観点から建設生産システムの見直し、再編

も必要となろう。 
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表 A－16  国際的コントラクターの 1997 年シェア（ ENR：1998 年 12 月） 

 
全世界 中 東 アジア アフリカ ヨーロッパ アメリカ カナダ ラテンアメリカ

国 別 企業数 
百万ﾄﾞﾙ ％ 百万ﾄﾞﾙ ％ 百万ﾄﾞﾙ ％ 百万ﾄﾞﾙ ％ 百万ﾄﾞﾙ ％ 百万ﾄﾞﾙ ％ 百万ﾄﾞﾙ ％ 百万ﾄﾞﾙ ％

アメリカ 65 24,553.7 22.3 3,440.2 32.9 7,488.8 21.5 1,504.7 16.4 6,377.0 21.6 NA NA 1,192.6 54.4 4,508.2 46.7

カナダ 7 876.7 0.8 0.0 0.0 59.7 0.2 8.5 0.1 10.0 0.0 782.6 5.8 NA NA 15.9 0.2

ヨーロッパ 70 56,274.0 51.1 4,526.1 43.3 10,281.1 29.6 5,294.9 56.2 21,139.7 71.6 10,147.2 74.6 938.9 42.8 3,910.3 40.5

イギリス 7 12,674.1 11.5 737.6 7.1 3,069.5 8.8 237.7 2.5 3,715.6 12.6 4,048.0 29.8 408.6 18.6 457.1 4.7

オランダ 2 1,481.1 1.3 407.5 3.9 93.6 0.3 0.0 0.0 831.1 2.8 0.0 0.0 24.5 1.1 124.4 1.3

フランス 10 16,532.5 15.0 720.8 6.9 2,739.4 7.9 2,786.1 29.6 8,408.7 28.5 967.0 7.1 345.0 15.7 565.5 5.9

ドイツ 13 9,431.9 8.6 306.5 2.9 2,582.3 7.4 751.9 8.0 2,844.2 9.6 2,461.4 18.1 160.6 7.3 324.9 3.4

イタリア 15 6,299.8 5.7 1,131.6 10.8 1,212.4 3.5 918.2 9.8 1,431.4 4.8 394.8 2.9 0.2 0.0 1,211.2 12.6

その他 23 9,854.6 8.9 1,222.1 11.7 583.9 1.7 601.0 6.4 3,908.7 13.2 2,276.0 16.7 0.0 0.0 1,227.2 12.7

日本 19 12,867.3 11.7 585.4 5.6 8,727.2 25.1 683.8 7.3 373.2 1.3 1,663.8 12.2 56.5 2.6 182.5 1.9

中国 26 4,079.3 3.7 415.4 4.0 2,781.1 8.0 706.7 7.5 86.0 0.3 55.5 0.4 5.1 0.2 29.4 0.3

韓国 10 4,922.0 4.5 461.9 4.4 3,810.3 11.0 274.1 2.9 186.7 0.6 135.0 1.0 0.0 0.0 54.0 0.6

その他 28 6,651.4 6.0 1,025.0 9.8 1,609.3 4.6 906.5 9.6 1,348.3 4.6 817.5 6.0 0.0 0.0 944.8 9.8

合計 225 110,224.4 100.0 10,454.1 100.0 34,757.4 100.0 9,415.3 100.0 29,520.8 100.0 13,601.6 100.0 2,193.1 100.0 9,645.1 100.0

 

 

 

 
表 A－17  国際的デザインファームの 1997 年シェア（ ENR：1998 年 12 月） 

 
全世界 中東 アジア アフリカ ヨーロッパ アメリカ カナダ ラテンアメリカ

国 別 企業数 
百万ﾄﾞﾙ ％ 百万ﾄﾞﾙ ％ 百万ﾄﾞﾙ ％ 百万ﾄﾞﾙ ％ 百万ﾄﾞﾙ ％ 百万ﾄﾞﾙ ％ 百万ﾄﾞﾙ ％ 百万ﾄﾞﾙ ％

アメリカ 88 7,012.7 43.7 660.3 48.7 2,367.8 44.8 310.5 26.4 2,603.4 51.7 NA NA 358.0 89.8 694.6 52.1

カナダ 14 1,221.7 7.6 69.0 5.1 296.6 5.6 273.3 23.3 121.7 2.4 282.1 19.7 NA NA 178.9 13.4

ヨーロッパ 65 6,355.5 39.6 410.7 30.3 1,747.4 33.1 488.8 41.6 2,250.0 44.7 1,031.1 72.1 31.7 7.9 395.6 29.7

イギリス 16 2,087.7 13.0 151.5 11.2 947.7 17.9 82.9 7.1 534.3 10.6 309.3 21.6 13.7 3.4 47.9 3.6

ドイツ 12 624.1 3.9 40.7 3.0 59.8 1.1 90.0 7.7 129.0 2.6 232.1 16.2 0.3 0.1 72.2 5.4

フランス 7 631.3 3.9 50.2 3.7 179.2 3.4 94.0 8.0 247.6 4.9 37.1 2.6 0.3 0.1 22.9 1.7

イタリア 2 95.0 0.6 10.0 0.7 38.0 0.7 19.0 1.6 17.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 11.0 0.8

オランダ 8 1,785.3 11.1 97.8 7.2 330.4 6.3 78.8 6.7 781.6 15.5 434.0 30.3 0.0 0.0 62.6 4.7

その他 20 1,132.2 7.1 60.4 4.5 192.2 3.6 124.1 10.6 540.6 10.7 18.6 1.3 17.4 4.4 178.9 13.4

日本 11 598.0 3.7 21.7 1.6 498.9 9.4 39.8 3.4 9.5 0.2 6.4 0.4 0.0 0.0 21.7 1.6

その他 22 843.2 5.3 194.8 14.4 371.4 7.0 62.6 5.3 51.6 1.0 110.9 7.8 9.2 2.3 42.6 3.2

合計 200 16,031.1 100.0 1,356.6 100.0 5,282.2 100.0 1,174.9 100.0 5,036.2 100.0 1,430.5 100.0 398.8 100.0 1,333.3 100.0
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表 A－18   国内建設投資額と国外建設売上高の国際比較 

 

国内建設投資 国外建設業売上高 国外ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業売上高  

投資額 

（億円） 

割合 

（％） 

売上高 

（百万ﾄﾞﾙ）

割合 

（％） 

売上高 

（百万ﾄﾞﾙ） 

割合 

（％） 

日 本 914,998 50.2 12,867 17.8 598 5.2

アメリカ 540,998 29.7 24,554 33.9 7,013 60.7

フランス 139,286 7.6 16,533 22.8 631 5.5

イギリス 80,437 4.4 12,674 17.5 2,088 18.1

カナダ 68,427 3.8 877 1.2 1,222 10.6

韓 国 78,788 4.3 4,922 6.8 (不明) 

合 計 1,822,406 100.0 72,427 100.0 11,552 100.0

 

注１） 国内建設投資額は 1994年, フランスは建築のみで土木は含まない 

注２） 国外建設業売上高は ENRのコントラクター上位 225社 1997年国外売上高 

注３） 国外コンサルタント業売上高はENRのデザインファーム上位 200社 1997年国外売上高 
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A-2 土木系技術者活用方策の提言 
 

（１）基本的方向 － 優秀な人材の確保と有効活用 
  
ａ）わが国においては 21 世紀初頭以降、公共土木事業量（費）の頭打ち, そ 

して減少が予測される。これに対し、民間資本の導入, 国外業務の拡大

が期待されているものの、全体として大幅に減少することは確実であろう。 

現状の土木界の構造のままでは、わが国の国民生活, 経済活動に不可欠

な社会資本を良好に維持することができず、わが国の衰退とともに土木界

も衰退する。高度な技術力と構造変革への活力を失う前に改革の道を選択

しなければならない。 

ｂ）これからの社会資本整備においては、必要で良質なものを効率よくつく

ることが至上命題となる。同じ費用でより多くのものをつくらねばなら

ない。このためには、公共事業へ市場システムを導入すること, 競争性

を格段に強化することが不可欠であり、学, 官, 民における執行, 生産, 

教育のシステムを転換しなければならない。さらに転換,改革されたシス

テムを担う優秀な人材が必須である。人材活用においては、人材の高度

化とその有効活用が必要である。 
 

ａ）民間資本の導入の推進, アジア地域を中心とした国外業務の拡大が期待され

ているものの、従来型の土木市場総体としては伸び悩み、全体として大幅に減

少することは確実である。 

このような状況の中で、土木界は今後とも従来のままで行くのか、新しい改

革の道を歩むのか、選択を迫られている。従来のままでは土木界の衰退, ひいて

はわが国の衰退に繋がる。土木界は新しい改革の道を選択しなければならない。 
 
ｂ）わが国の社会資本整備は、第２次世界大戦後に本格化し、経済成長とともに

順調に推移してきたものの、そのストック水準は欧米先進国に比べると未だ途

半ばの状態である。情報化関連, 生活関連施設, 都市の活性化, 環境保全な

ど々、やらねばならない分野は山積みしている。このような状態での社会資本

投資の減少は、国土保全, 国民の生命と資産の保全を脅かすとともに、国民生

活･経済に重大な支障を来たすことになる。したがって、これからの社会資本

整備においては、必要で良質なものを効率よくつくることが至上命題となる。

同じ費用でより多くのものをつくらねばならない。このためには、公共事業に
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市場システムを一層導入拡大すること, 競争性を格段に強化することが不可

欠である。学, 官, 民における執行, 生産, 教育のシステムを大転換しなければ

ならない。 

そして、転換, 改革されたシステムを優秀な人材が支えなければならない。

そのためには、人材を高度化し、これを有効に活用することにしなければなら

ない。 

すなわち、これまで土木系卒業者が主として就職してきた職域において新規

就職者を適正に抑制して高度, 多様な人材を採用するとともに、現役技術者を

有効活用することである。有効活用のために、まず技術者資格の整備確立, そ

の技術力を更新していくための継続教育が必要である。また、地域, 分野にお

いて優秀な技術者を適正に配置しなければならない。さらに、学, 官, 民の相

互間で、またそれぞれの中での人材の交流は活性化をもたらす。そして土木系

技術者は、土木を取り巻く周辺分野へ積極的に進出していかねばならない。 
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（２）技術者資格制度の確立 

 

ａ）良質で快適な国民生活に貢献する専門職業として、技術者資格制度を確

立することが必要である。 

ｂ）そのために、基礎･共通資格をベースにして分野別に細分化, 階層化した

技術資格制度を整備する必要がある。資格制度の整備においては、周辺

分野も積極的に視野に入れるものとする。 

ｃ）基礎･共通資格については、規制や独占の弊害が生じないよう留意しつつ

職業資格化することが望ましい。 

ｄ）それぞれの技術水準の維持･更新を図るため、必要な資格については可能

な限り有期限化するとともに、資格取得者を含め土木技術者全体の技術

力の確保, 向上を図るため、社会人教育（継続教育）を格段に拡充しな

ければならない。 

 
ａ）そもそも、わが国において土木技術者も含め、技術者（エンジニア）とはど

ういうもの（人）を言うのか明確ではない。技術的職業にある者, あるいは技術

的業務に就いている者のようである。技術力や職業倫理などからの区別でもない。

専門の学校を卒業した者をいうことでもない。欧米先進諸国においては、資格の

取得, あるいは学校卒業など国情により異なるが、定められた要件により技術者

が他の者と区別して確立している。技術者という職業概念の確立は重要である。

専門職業という認識は、専門職業家の社会的役割, そして倫理を保有し、これを

実行することを促す。その結果、社会的地位を確立することになる。 

確立された技術者は、とりわけ若者にとって魅力あるものになるであろう。

職業としての社会的使命・役割と倫理を保有して業務に責任を持ち、力を十二

分に発揮し、そしてその成果に相応した処遇が得られるようになれば、技術者

自身は一層の自己研鑚に励むであろうし、これからの若者はこれを目標にして

学校で学び、職場で働くことになる。 
 

ｂ）技術者資格制度を確立するためには、まず技術者資格制度を整備, 体系化す

ることが必要である。基礎的な土木全般の能力を証明する資格があって、その

上にそれぞれ専門の能力を証明する細分化, 階層化された専門的資格が整備さ

れることが望まれる。現在、技術士, 一級施工管理技士, RCCM, 測量士, 環境

計量士などの資格制度があり、近年、ISO 審査員, PMR（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ）
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などの新しい資格制度も登場しているが、これらを改めて見直した上で、必要

な資格の創設を含めた資格制度を整備する必要がある。 

専門的資格は、まず、建設コンサルタント, 建設業などの業務分野において、

施工管理, 設計, マネージメントなど細分化され、かつその専門能力度で階層

化されている必要がある。次に、河川, 道路, 都市などの専門技術分野におい

て、それぞれ専門分野毎に細分化され, かつ階層化される。ここで細分化にお

いては、総合的･横断的視点が欠落しないよう留意しつつ、個々の技術分野の特

性を的確に把握した高度な技術力が確保されるよう可能な限り細分化されるこ

とが望ましい。例えば河川分野において、ダム, 砂防, 河川, 海岸などである。

さらにコンクリート, 鋼構造,耐震, 地質, 環境など専門技術分野を横断する共

通技術部門においても、細分化, 階層化された資格が整備される。 

また、基礎的な土木全般の能力を証明する資格は、いわば総合技術のベースと

なるものであるが、この上に総合技術についての階層化された資格が整備される。

ここで重要なのは、土木分野のみならず、生物, 化学, 情報, 電気, 機械,デザイン

など, 今後一層関連が強くなると予想される技術分野との境界融合領域を積極的

に視野に入れ、同様の検討をしておかねばならないことである。 

また、高等専門学校や工業高校などの一定の専門基礎技術を有する者の位置づ

け（士補制度など）にも留意しておく必要があろう。 

以上を整理すると、図 A-4のようなイメージとなる。 
 

ｃ）基礎･共通の資格, 基礎的な土木全般の能力を証明する資格については、職業

法化, すなわちこの資格を有していない者は、関係する業務を実施することが

できない（業務独占）こととするものである。 

わが国では、医者, 弁護士, 公認会計士, 税理士から調理師, 理容師まで免許

を必要とする資格は沢山あるが、土木関係はほとんどない。施工管理技士が実

質的な業務独占になっている。 

アメリカでは P.E.（プロフェッショナル･エンジニア）が州法で職業法化さ

れている。イギリスでは C.E.（チャータード･エンジニア）が土木学会の認定

資格であるが、慣例的に実質的な職業法となっている。 

職業法化は、その取得者に社会的責任, 当該能力の維持を求められることか
ら、品質確保の上からも望ましいことであると考えるが、一方、規制緩和の必

要性, 独占的職業資格の弊害も考慮の上、国民にとって有効な制度化をその理
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解を得つつ進める必要がある。学会が資格の体系化とその認定を行ない、必要

に応じて法制化することが取るべき道であろう。 
 

ｄ）資格取得者は、当該資格に相応した能力を維持し、更新していくことが肝要であ

る。このため、然るべき資格については、有期限化する必要がある。資格の有効期

間を３～５年間と定め、適切な試験･講習･審査を行って再認定するシステムとする。 

有期限化しない資格についても、維持･更新は当然必要であるし、当該資格を

有するか有しないに関わらず、土木技術力の確保, 向上は求められる。したがっ
て、資格を有しない者が必要な資格を取得し、あるいは有資格者がより上位の資

格を取得してキャリアアップを図ることを可能とする継続した社会人教育シス

テムを早急に確立しなければならない。各技術資格と社会人教育システムとの連

携も当然である。因みに、医学界においては、医師数などは表 A-19のとおり土
木技術者より少し多い程度であり、図 A-5 のように、各専門分野学会による認
定医制度をとっている。開業医は、医師会に加入して社会的地位と経済的処遇の

確保を図るとともに、学会に加入して、技術（医術）力の向上を確保する。認定

医制度が学会入会の大きなインセンティブになっており、かつ学会が技術水準の

向上に日常的に寄与するという体制をここに見ることができる。 
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門

基　

礎

学会

（協会等）

大学

（学会）

国, 学会, 協会？

大学博士

（ｅｘ） 改正された技術士 ?

高等教育終了者（技術教育認定制度）

専
門
技
術
（
河
川
、
道
路
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門
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業
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土木分野 周辺分野

修士学部

図 A-4   技術資格制度の整備イメージ  
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表 A－19   わが国の医師数など 

 

国内医師総数 25.5 万人（1999 年概算） 

日本医師会会員数 14.9 万人（1998 年 12 月） 

医師国家試験合格者数
7,309 人（1999 年） 

受験者 8,692 人, 合格率 84.1％ 

学校数（大学） 80（定員 7,695 人, 1998 年） 

 

 

医師会 ・・・医師（国家資格）の参加する
　　専門職業家団体

（学会）

講習会

更新（5年）
内科学会

消化器科学会

呼吸器科学会

脳外科学会

認定医

認定医

認定医

認定医

……

……

……

……

……

学会認定医制協議会（1981年）
 

図Ａ－５   医学界における資格制度 
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（３）高度多様な人材の確保と技術者特性の明確化 
 
ａ）公共機関ならびに民間においては、課程博士や社会人博士の高度な能力 

を有する人材を積極的に活用し、技術力の向上を図るべきである。 

ｂ）また、女性技術者や外国人技術者など多様な人材をさらに活用すること

も重要である。 

ｃ）一方、技術者の処遇においては、従来の年功序列主義から能力･実績主義 

への転換を図る必要がある。この時、資格は能力を内外に示す重要な指標

と見なされるべきであろう。 

ｄ）生産現場においては、生涯を技術者で過ごす仕組み、例えば専門職背番

号方式, 技師長職位の導入など専門技術職人事制度の確立などを積極的

に導入し、技術者特性を明確化する必要がある。 

 

ａ）わが国の土木系課程を修了した博士は、約 120人/年（土木系卒業生分布調査）

であり、アメリカの 300～400人/年（構造含む）に比べて圧倒的に少ない。これ

は、民間などにおける採用意欲の低さ, 処遇の難しさも影響していると考えられ

る。 

博士号取得者は、高度専門技術を有していることから、後述する処遇の改善

など採用の環境づくりを行って、積極的に採用すべきであるが、土木分野にお

ける公共機関や民間が、高度な専門技術者を真に必要とする状況を実現するこ

とがまず必要である。公共機関ならびに民間企業が社会人博士制度を活用して、

職員や社員の技術力向上を可能な限り図ることも重要である。 
 

ｂ）土木界においては、学校, 官庁, 民間企業のいずれにおいても、女性（土木

系）技術者が極めて少ない。 

一方、大学では近年女子学生が増加しており、土木系学科においてもその割

合は 10％を超えている。しかし、女子学生の就職には依然として厳しい状況

が存在している。女性技術者の職域での活躍は、産業イメージの向上や有能な

人材を確保する機会の増大にも資するものであり、快適に仕事ができる環境を

積極的に整備すべきであろう。 

また、外国人技術者の活用は、生活様式, 文化, 語学などで市場の一層の国

際化に直面する日本人技術者にプラスとなるとともに、創造性と柔軟性に富ん

だ技術開発を促進する上でも有益である。 
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ｃ）民間企業においては、従来の年功序列･終身雇用に対し、能力主義, 実績主義

の導入や転換が行われているが、他産業に比してスピードは遅いようである。

それは、複数の技術者による協力体制による遂行という、建設生産の特性によ

るところがあると考えられるが、これからの時代における技術者のインセンテ

ィブは、立派で良いものをつくることはもちろん、自己実現とそれに見合う処

遇という面も大きいことから、技術者個人の評価と、それに対応した処遇が重

要である。集団主義体制から、個人の役割機能分担が明確なシステムへの転換

が求められている。技術者の能力評価においては、資格を重要な評価指標とす

る必要がある。 
 

ｄ）専門職背番号方式は、技術者個人の得意専門分野を明確にすることである。

公共機関, 民間の技術者は生涯のうちで色々な職位や分野を経験するであろう

が、自分の専門性を確立して、常にその技術分野について情報を集め、研鑚に

努めることにすることが必要である。 

また、前項の技術者の処遇に関連し、民間企業における専門技術職の処遇を

改善することが必要である。とかく経営管理職が出世コースであり、そのため

優秀な技術力を有しておりながら、若い年で経営職についた後専門性を失う状

況が多く見られる。これは全体として大きな損失であり、技師長職位など高位

の専門技術職制度を導入し、高い給料により高度専門職を優遇するなどして、

技術力の保持と向上を図るべきである。このことは、企業のイメージアップに

も繋がる。 
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（４） 技術者の適正配置（技術力脆弱分野の是正） 
 
ａ）わが国においては、地域別に見た土木事業量と適正な土木系技術者の数

との間にアンバランスが存在する。必要で良質な社会資本を効率的に整

備していくことは、地域を問わず求められている。事業量に対応した適

正な土木系技術者の場所的配置を行なう必要がある。そのためには、地

方自治体ならびに地域産業の技術力を強化する必要がある。 

ｂ）全ての技術分野にわたって高度な技術者を常時雇用しておくことは、地

方自治体, とくに市町村においては必ずしも容易でない。このような自治

体にあっては、専門職嘱託制度を導入して技術力を強化することが考えら

れる。市町村の規模に応じて、複数の自治体で共同嘱託とすれば、専門分

野の幅を広げることができる。また、土木系学生を一般職として採用し、

土木系の業務に就かせることも考えられる。 

ｃ）地域産業の技術力の強化のため、民間企業は組織形態の見直しを含め、

全国的にバランスのとれた組織と人材の配置を進めるべきである。また、

過度の地元重視方策や分割発注による弊害が生じないよう、競争による

コスト競争力と技術競争力を向上するシステムを構築することが地域産

業の技術力向上に有効であろう。 

ｄ）土木系業務の発注に係わる選定・契約においては、技術力競争を推進し

ていかねばならない。 

 

ａ）地域別に見た土木事業量と土木技術者数との関係について、現状はアンバラ 

ンスがある。土木を目指す全国の若者は、首都圏や各地方ブロックの中核都市

の学校に入学し、そのまま学校の在った所の企業に就職している。土木系技術

者が首都圏と地方ブロック中核地に集中している。 

地方自治体,特に市町村では、土木職として採用するところが少なく、技術職

あるいは一般職として採用しているため、土木関係の部署の長が土木系技術者

でないなど、専門技術力が脆弱である状況が多数見受けられる。一方、民間企

業においては、建設業や建設コンサルタントの大手企業は首都圏を筆頭に大都

市圏に集中し、地方には中小企業という構図となっている。大手企業と中小企

業の技術力には一般的に大きな差がある。この結果、法制度的な問題も原因と

なって、地方における事業は大規模事業を除いて、大手と中小の JV や技術力
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の確保が実質的に十分でないような事態が生じている。 

必要で良質な社会資本を効率的に整備することは、地域を問わず求められて

いる。一方で、地方分権化の動きのある中、事業量に対応した適正な土木系技

術者の適正な場所的配置を行う必要がある。そのため、地方自治体の技術力な

らびに地域産業の技術力を強化する必要がある。 
 

ｂ）地方自治体における専門職嘱託制度は、地方自治体の業務量と財政規模を勘

案し、単独自治体, あるいは複数自治体共同で導入することになる。また、業

務内容によって、定常的なものと臨時的なものと組み合わせてよい。学校を含

めた職域のしかるべき技術力を保持しているOBなどに適切な人材が見出せる

であろう。 

一方、下水道や廃棄物処理など大規模なプロジェクトが発生した場合には、発注

者の業務を支援代行する支援者, いわゆるCM方式を導入することも考えられる。 

土木系学生を市町村の一般職として採用するためには、学校における適切な

指導と一般教養, 政治, 社会･経済などの社会科学ならびに自然科学一般の幅広

い教育が必要であり、学校でしかるべきカリキュラムを用意するか、専門学校

で併習させるといった指導も必要となろう。 
 
ｃ）建設業, 建設コンサルタントなどの民間企業は、全国的にバランスの取れた

組織と人材の配置を進める必要がある。大手企業は、地域別分社化など組織形

態に再考を加えることも有用であろう。 
 
ｄ）地域産業の技術力の強化のためには、現在の公共事業に係わる入札･契約方

式を技術力競争の強化という観点から見直す必要がある。過度に細分化された

業務の発注や地場業者の育成策は、それに伴う弊害を発生させる要因となって

いる。プロポーザル方式など技術力を主因として選定する方式を拡大するとと

もに、発注単位を大規模化し、発注（指名）プロセスを透明化することにより、

地域産業の技術力強化を図るべきである。技術力のある者, 優秀な技術力を有

する者を選定し、選定された者が自ら生産するシステムを構築することが、結

局は地域の技術力を高め、良質な社会資本の効率的な整備を可能にする。 
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（５） 周辺分野, 新規分野への進出 

 

ａ）土木系技術者は、その技術を活かせる周辺産業への転換も図る必要があ 

る。このためには、民間企業がこの分野に進出することも検討するべき

である。土木系技術者への再教育システムの検討が必要であり、学校教

育において他分野にも通用する教育システムの検討も必要である。 

ｂ）周辺分野から、さらに新規分野への企業と技術者の思い切った進出も検

討すべきである。 

 

ａ）社会基盤整備を進める上で、土木技術者には電気, 機械, 化学, 生物, 数学, 情

報などの知識も必要であり、土木技術は総合技術であるといわれる。また体系

的な分析力と総合的な判断力に優れ、管理技術者的役割についていることも多

いといわれる。かつてバブルの時代には土木系卒業者が、ディベロッパーや金

融機関, 情報産業にも多く就職したが、バブル崩壊の影響もあって、最近では

建設業や建設コンサルタントへ回帰している者も多い。しかし、長期的には土

木技術者が必要とされる分野であり、土木系技術者がその技術を活かせるこれ

らの周辺産業や関連産業, 例えばシンクタンク, 不動産, ディベロッパー,  金

融保険業, 情報産業への進出をより積極的に考えるべきである。 

民間企業においては、このような分野についてグループ化, 共同出資などの

方法で進出することを検討する必要がある。 

現役の土木系技術者には、これら諸分野の知識に関する再教育を必要とする

者も少なからず存在するが、企業単独では必ずしも十分な再教育体制を整備す

ることができない場合もあるため、学会･協会が再教育コースを用意することも

必要となろう。また、学校教育においては、必要に応じて不動産, 情報, 金融

などの学科目を併せて修得できるようカリキュラムの拡充や複専門制度の導入, 

他学科･他学部との連携などを進めることが望ましい。 
 

ｂ）土木系の新規産業分野としては、大深度地下空間利用, 宇宙空間利用, 海洋

開発, 地球環境創造, 新エネルギー, 社会基盤システムの高度情報化などがあ

る。今後、市場規模の大幅な拡大が見込まれるこれらの分野において、土木系

技術者が本来の技術力に加えて、新しい知識と技術を身に付けることにより活

躍する可能性は大きく、その開拓と育成に主導的な役割を果たすことを期待し

たい。 
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（６） 業種間交流, 人材流動化の促進 
 
ａ）土木系業務における職域間の交流を促進し、人材の流動化を活発にすべ

きである。このことは、わが国の建設生産システム全体の活性化を促す。 

ｂ）各職域の技術者の総合技術力の確保･向上を図るため、他の職域経験を評

価するシステムを導入すべきである。 

 

ａ）土木系業務における学, 官, 民の職域間の交流を促進すべきである。わが国 

の土木系技術者で転職経験を有する者は全体の１割程度であり、少ないといえ

る。職域間の交流は、各職域における生産システム全体の活性化を促すものと

考えられる。 

学校においては、民間からの教員の採用は近年増える傾向にあるが、これを

さらに増大することが望まれる。公共機関においては、中途における民間から

の採用がほとんどない状況にある。中途採用制度を飛躍的に拡大すべきである。 

先に延べた民間企業における処遇制度の改革, 能力主義, 実績主義の導入は、

人材の流動化を促進する。民間企業におけるプロパー優遇の風土も改める必要

がある。 
 

ｂ）学校教員においては、複数の教育機関における研究･教育経験を有すること

を基本とするほか、公共機関や民間企業への一定期間の出向を奨励したり、あ

るいはこれら経験を評価するシステムを検討する必要がある。修士課程や博士

課程に進学する前に、公共機関や民間企業で業務経験を持つことを推奨したり、

経験者の進学を優遇するといったことも考えられる。 

公共機関においても、学校や民間企業への出向を検討すべきである。特に地

方自治体は狭い閉鎖的社会になりがちであり、どうしても学校閥や人閥が形成

されやすく、また政治家や有力者の意向を無視出来なくなる傾向になりやすい。

例えば、市町村職員は都道府県内で異動する, 都道府県職員は地方ブロック内

で異動するなどの人事制度改善が必要である。このような人材流動の活発化は

職域･単独では困難なため、土木界全体として推進のための環境整備を図るべき

である。 

 107



（７）高齢技術者の活用 
 

①  高齢技術者の現状と活用 
 
ａ）第二次世界大戦後の学校卒業者の増大と、平均寿命の伸びにより高齢技

術者が多数存在する状況となってきているが、活用のしくみが整備され

ていないため、貴重な人的資源が埋もれたままとなっている。高齢技術

者は現状で約５千人程度と推計される。 

ｂ）高齢技術者の活用は、1995 年の阪神・淡路大震災の復興活動でクロー    

ズアップされ、その後様々な試みが行われている。 

 

ａ）第二次世界大戦後、学校卒業者は増大した。土木事業量の増大で建設業, 建

設コンサルタントなどへ就職した土木系技術者は、社会資本整備に活躍してき

た。企業における定年年齢の延長があったものの、戦後 50 年余を経た現在、

大幅な寿命の伸びもあって意欲と能力のある退職高齢技術者の数が増加して

きている。しかし、これら高齢技術者を活用するしくみの整備が立ち遅れてい

るため、現状では十分な活用が図れていない。 

土木系技術者分布調査によると、民間企業における定年年齢は 60 歳に集中

しており、平均も 60 歳である。定年後は嘱託などの処遇で専門を生かすか、

系列会社に再就職するケースがあるが、土木系技術者分布調査では 61～65 歳

の技術者数は、56～60 歳の 16％に激減しており、ほとんどの技術者が一線を

退いている。 

なお、56～60歳の技術者数は 51～55歳の約半数となっており、定年 60歳

といっても定年前に退職する者が多い（表 1-6参照）。 

今、高齢技術者をおおよそ 60歳以上 70歳程度の者とすると、その数は学校

卒業者の数から推測して、現状で約 5千人程度と見られる。 
 

ｂ）高齢技術者はベテラン土木技術者, シニア－シビルエンジニアなどと呼ばれ

る、職域を退いたいわゆる OB技術者である。 

高齢技術者の活用が注目されたのは、1995 年の阪神・淡路大地震の復興活

動である。同年 1月 17日に地震が発生したが、１月 30日には被災状況の調査, 

被災者支援などの活動が開始されていた。土木学会関西支部では、1990年度よ

りフォーラムシビルコスモス（FCC＆FCCW）の活動, すなわち土木工学と人

文科学, 社会に根ざした土木工学を目指して 21 世紀に向かう土木界のあるべ
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き姿を創造的に考えるとともに、土木に関わる情報の受信と発信の場として社

会との係わりを模索してきたが、1996年よりシビル･ベテランズの活用につい

て検討と活動を進めてきており、土木学会企画調整委員会（1998年より企画委

員会に改称）でも「国土防災の適正水準に関する検討小委員会」のワーキング

グループ「シビル･ベテランズの活用」において、1997～1998年度に検討が行

われた。 

災害時に対応する「国境なき土木技術者」という提案もあり、これも学会に

とっての検討課題である。 
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②  高齢技術者数の予測 
 
ａ）高齢技術者数は、今後増加することが確実である。2025 年には６万人程

程度になると推計される。 

ｂ）新規の学校卒業者を含めた現役の土木系技術者の活用とともに高齢技術

者の活用が大きな課題である。 

 

ａ）高齢技術者数は、今後増加することが確実である。これまでの学校卒業者か

ら推計すると、2025年には 57千人に達すると予測される。（表 A-20） 
 
ｂ）土木学会としてもこれについての施策の提言と自らの活動が必要となろう。 

高齢技術者は 40 年近い経験から、高度な専門性と判断力を有しており、前

述（１の（２）の②）のように、各種の関連技術資格も有している。今後、土

木技術者が不足している地域や分野を中心に、高齢技術者が有する技術力の活

用を図ることが大きな課題となる。意欲ある高齢技術者については、その特性

に則してこれらの技術力を活用する場をつくり、実際に機能するシステムづく

りが早急に求められている。 

 

 

 
表Ａ-20     高齢技術者数の予測 

 

年  度 
高齢技術者数 

（千人）
摘  要 

２０００年 ５ 1950～1959 卒業者 

２００５年 ９ 1955～1964 卒業者 

２０１０年 １７ 1960～1969 卒業者 

２０１５年 ３２ 1965～1974 卒業者 

２０２０年 ４８ 1970～1979 卒業者 

２０２５年 ５７ 1975～1984 卒業者 
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③  高齢技術者への社会的ニーズ 
 
ａ）高齢技術者の有している、長い経験に裏打ちされた高度な専門技術, 幅 

広い教養と社会性に対する社会的ニーズは大きく、今後はさらに拡大して

いくであろう。 

 

 

 

ａ）高齢技術者の技術力に対する社会的なニーズとしては以下のようなものが 

考えられるが、今後は、社会資本整備システムの転換により、アカウンタビリ

ティー向上のためのインターフェイス, 各種資格制度の整備に伴う継続教育な

ど、さらにニーズは拡大していくであろう。 
 
 ・ 期限付公務員,複数自治体の嘱託など市町村技術力支援 

 ・ 技術的なチェック･レビュー 

 ・ 規格審査員･試験官（ISO9000,ISO14000 の審査員など） 

 ・ 選定･入札に係わる事前審査 

 ・ 成果物についての事後評価 

 ・ 技術相談 

 ・ 講習･研修の講師 

 ・ 各種モニター（観測･調査モニター, 事業モニターなど） 

 ・ 市民への啓発･教育活動 

 ・ ＮＧＯなど市民活動（○○を守る会, ○○川をきれいにする会など） 

 ・ 住民紛争の調停 

 ・ 海外協力（海外派遣技術者） 
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④  高齢技術者活用の支援 
 
ａ）これからの時代は年齢に関係なく、意欲と能力のある人が活躍する社会

である。このため、高齢技術者の持つ技術力と社会的ニーズを結合させる

ことが重要である。高齢技術者自身が定常的に組織に所属しないが故に、

十分な結合がなされないのは社会的に大きな損失となるため、支援･実施

組織や制度などの支援システムを積極的に整備していく必要がある。 

ｂ）土木学会は、高齢技術者活用支援の中心的な組織として活動することが

求められる。まず、活用に資するため、高齢技術者データバンクと必要と

する高齢技術者に対する継続教育,再教育の機会を整備すべきである。 

ｃ）学, 官, 民の各職域においては、処遇制度などの改善を図り、高齢技術

者の有効活用を図って行くべきである。 

ｄ）資格制度を拡充し、有資格者が希望する勤務形態とそれに即した給与体

系で働ける環境を創出すべきである。 

 

ａ）平均的には、70歳までは能力のある人は活躍できるように制度, システムを

用意していく必要がある。高齢技術者は定常的に組織に所属しないので、活用

を支援する組織を意識的に作っていかねばならない。技術的なチェック・レビ

ューや、規格審査員, 選定・入札に係わる事前審査, 成果物についての事後評

価などは、これが可能となるように、入札･契約制度を改善するとともに、こ

れを実施する組織をつくることが有効である。 
 

ｂ）土木学会にセンターを設け、登録制にして高齢技術者データバンクを整備し、

具体的ニーズに対する紹介制度をとることが考えられる。本人の属性の他、資

格, 経験, 高齢技術者として希望する活動などをデータベース化するのが望ま

しい。 

また、現役技術者と同様に、高齢技術者にも必要に応じて継続教育を受ける

機会が必要であり、新たなニーズにも対応したいと希望する技術者については、

再教育を受ける機会を用意することも必要である。土木学会を中心に学会, 協

会が推進するのが良い。 
 

ｃ）学, 官, 民の各職域においては、顧問･嘱託制度, 在宅勤務など人事, 処遇制

度などの見直し, 改善を図り、各職域のＯＢの技術力を有効に活用する手立て, 
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工夫を積極的に図って行くべきである。 
 

ｄ）ISO9000シリーズ, ISO14000シリーズの審査員制度は、高齢技術者に相応

しい資格制度の一例である。土木系においても、資格制度を拡充, 整備し、高

齢技術者が自らの意欲と能力に応じて業務量と報酬を選ぶことのできる、多様

で柔軟性に富んだシステムを考えていく必要がある。 

土木技術者の不在が社会資本整備上問題とされながら、常時専門家を配置す

るほど業務量がない規模の小さい市町村では、中高年技術者を短期間, あるい

は周辺市町村と共同で嘱託として採用することも検討対象となろう。 
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